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要　　　旨
　本稿は，アメリカ革命期，領主植民地メリーランドにおいて反帝国，反領主運動の高まりの中で起
きた植民地国教会の教会税論争を取り上げる．
　１6３２年に領主植民地として建設されたメリーランドは，１689年の名誉革命によって王領化され，イン
グランド国教会が公定教会となり国教会勢力が拡大した．しかし１7１5年に再び領主植民地となり政治的
にも宗教的にも領主支配が強化され，国教会は主教という監督者と教会裁判所を欠く不完全な組織で
あったため俗人の介入が激しかった．また植民地建設以来発達してきた議会は領主との対立を深めた．
　１765年の本国議会による印紙税法制定はメリーランドにおいても激しい反対運動が起きた．この時
期に領主の任命する牧師をめぐる騒動が起き，牧師を裁くための牧師と俗人の委員会のための法案が
下院を通過した．牧師を裁くことができるのは主教のみであるため，危機感を抱いた国教会の牧師た
ちは国王をはじめカンタベリー大主教やロンドン主教にアメリカ主教派遣要請の請願を出し，総督，
上院，下院の怒りを招いた．しかし国教会は別な方面からも非難されることになった
　１770年，１747年のタバコ検査法の再立法化をめぐり，これまで議会が決めてきた役人報酬を総督が
定める宣言を発したため下院の激しい反対が起きた．一方，国教会の牧師がタバコ検査法で減額され
た教会税を１70２年の公定教会法に定められた額に戻すことを要求する請願を下院に出しそれを総督と
上院が支持したため，下院の革命推進派は報酬宣言と教会税問題に反対する運動を行った．
　教会税問題は下院議員で革命推進派であるサミュエル・チェイス（SamuelChase），ウイリアム・
パカ（WilliamPaca）が１70２年の公定教会法の不備を指摘し無効を宣言したことから国教会牧師ジョ
ナサン・バウチャー（JonathanBoucher）との間で論争が始まった．チェイスとパカはアメリカ主
教派遣要請も問題にし，国教会を国家と結びついた一つの権威と見做し，アメリカ主教を専制の象徴
として非難することによって宗教を自由なものにしようとした．教会税論争の結果チェイスとパカは
メリーランドの人々の支持を得，１70２年の公定教会法は下院によって無効にされ，革命後国教会の公
定教会制は廃止された．
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は じ め に
　１689年の名誉革命後，イギリス政府はアメリカ
植民地の王領化１）を進めイングランド国教会の公
定化２）に努めた．その中で最も国教会勢力が拡大
したのはメリーランド植民地とヴァージニア植民
地であった．しかし植民地国教会は主教という監
督者を欠いていたため，１8世紀に領主植民地に移
行したメリーランドでは領主に支配されその立場
は決して盤石なものではなかった．メリーランド
では王領植民地の一時期を除いて領主植民地とし
ての長い期間，領主特権に反対する反領主運動が
発達し，アメリカ革命期，それは反帝国運動と共
に激しく展開されていった．と同時に国教徒の中
から国教会を公定教会とすることに反対する論理
が生まれた．この論理はなんであろうか．本稿
は，これを明らかにするために１770年代に引き起
こされた教会税論争を取り上げる．
　メリーランド植民地の国教会研究は，ホーク
ス３）やライトミア4）による包括的研究があるが，
革命期の教会税論争に関する言及はわずかであ
る．１970年代から教会税論争の研究が進みハンレ
イ5）やジマー6），ヴィヴィアン7）などによって様々
な角度から論じられている．ハンレイは，大覚醒
運動から影響を受けた国教徒ジェントルマンが新
しい宗教精神を促進し，国家の手の中にある教会
を弱めようとする国教会改革にリーダーシップを
発揮したことを強調しており，ジマーは理性主
義，合理主義という啓蒙思想の影響を受けたチェ
イスとパカが１760年代に彼らの政治哲学を磨き革
命への道を開いたと論じている．ヴィヴィアン
は，教会税論争におけるチェイスとパカが公定教
会法の不備を利用したレトリックと戦略でメリー
ランドを革命へと導いたと論じている．
　ハンレイはチェイスとパカが教会税論争で大覚
醒運動以来のメリーランド人の宗教的精神に訴え
たことを強調しているが果たしてそれだけであっ
たのか，そしてジマーの言うようにチェイスとパ
カの政治思想として啓蒙思想だけが大きな位置を
占めていたのかを明らかにするために本稿は教会
税論争を検討し，教会税論争が国教会に与えた影
響を考察する．
Ⅰ　領主植民地メリーランドの誕生とプロテスタ
ント革命
１.　第二代ボルティモア卿とメリーランド植民
地建設
　１6３２年，ボルティモア卿ジョージ・カルヴァー
ト（GeorgeCalvert）8）から出されたメリーランド
植民地建設の請願に対してチャールズ一世から勅
許状が授けられたが，ボルティモア卿がその直前
に死亡したため，息子のセシル・カルヴァート
（CecilCalvert）が第二代ボルティモア卿（１6３２-
１675）となり，勅許状のもとにメリーランド植民
地建設事業を引き継いだ．ボルティモア卿がカト
リック教徒であるため植民地事業はカトリック教
徒のために植民地の経済的発展を目的としてい
た9）．しかし植民者として募集に応じたカトリッ
ク教徒はわずか１7人のジェントリーの子弟たちで
あった．ボルティモア卿のメリーランド植民地建
設は一握りのカトリックジェントリーとカル
ヴァートの家族とイエズス会士に多数のプロテス
タント（長老派，独立派，アナバプティスト，ク
エーカー，国教会など）を含んだ１３0人ほどで始
められた１0）．
　ボルティモア卿は勅許状によってすべての土地
を所有し，国教会を公定化しすべての国教会の聖
職禄授与権１１）が認められ，行政，司法権力を掌握
した１２）．総督には弟のレオナルド・カルヴァート
（LeonardCalvert）が任命された．このような体
制に対して，プロテスタントの人々は勅許状にあ
る議会の召集を要求した．１6３4年，最初の議会が
召集され，１6３8年の「議会の法律作成のための法
律」で議会が立法権を獲得した．この法律には次
のことが明記された．「国王の勅許状は自由人
（freeman）の代表のアドバイス，同意，承認を
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得てこの植民地に関する法律を作ることを命令す
る権利と権威を領主に与えたので，領主は召集令
状によって信頼できるジェントルマンと植民地の
いくつかの村に住んでいる自由人あるいは彼らの
代表を選ぶ」１３）．１660年までに上下両院に分かれ，
上院は領主が任命する評議会（council）から成
り，下院はすべての自由人１4）によって選ばれた代
議員によって構成された．
　カトリック教徒が少ないために植民地発展のた
めにはプロテスタントに頼らなければならず，カ
トリック教徒を保護するためにも宗教的寛容は必
要なものであった．ボルティモア卿は，早くも
１6３３年に宗教的寛容を認め，住民の税金で支える
公定教会を設置しなかった．従って勅許状に定め
られた国教会の公定化が守られることはなかっ
た．これは，ヴァージニア植民地が国教会を，マ
サチューセッツ植民地が会衆派教会を公定教会に
したのとは対照的であった．
　イングランドの内乱（１64２-１649）によってメ
リーランド植民地も影響を受けた．１645年タバコ
貿易商リチャード・イングル（RichardIngle）
は議会側につき反乱を起こし総督を追放したた
め，一時期無政府状態が続いたが，１646年総督レ
オナルドが戻り秩序を回復した．プロテスタント
勢力の伸長に危機感を持ったボルティモア卿は，
レオナルドの死後１648年に新しい総督にプロテス
タントのウイリアム・ストン（WilliamStone）
を任命し，評議会などの重要な役職にプロテスタ
ントを任命することによって政治基盤の安定を目
指した１5）．植民地がカトリック教徒と領主一族の
手にある限り宗教的寛容に関する公式の法律は必
要なかったが，１645年の反乱以後寛容法の立法化
を要求する動きが強まり，１649年に「宗教的寛容
法（ActconcerningReligion）」が成立した１6）．
　総督は植民地をカウンティ（郡）に分け，１674
年までに１0のカウンティが存在した．それぞれの
カウンティは裁判所，カウンティの役人，下院議
員（ 4 人）を持った．中央の植民地裁判所（The
ProvincialCourt）は総督と評議会で構成されて
いたが，移動裁判所ではないので多くの植民者に
とって費用が掛かり不便であった．そのため，
徐々にカウンティ裁判所に主要な権限と責任が与
えられた１7）．結果としてカウンティ裁判所の権力
が拡大し地方政治が発展し，地方派と呼ばれる反
領主勢力の政治力が増す基盤になった．
２.　第三代ボルティモア卿とプロテスタント革命
　１675年，第二代ボルティモア卿の死により
チャールズ・カルヴァート一世（CharlesCalvert
Ⅰ）が第三代ボルティモア卿（１675-１689）とし
て領主職を継いだ．チャールズは父親のようにで
きるだけ広い基盤の上に支持を保つことは考え
ず，評議会をカトリック教徒で支配するものに変
えた．権力は総督と小さなグループ（評議会のメ
ンバーはほとんどカルヴァート家とその親族）に
握られていた．そのためプロテスタントの多い下
院は領主の特権との対立を深めていった１8）．
　１675年に植民地の国教会普及に熱心なヘン
リー・コンプトン（HenryCompton）がロンド
ン主教に就任したことは国教徒の励みになった．
１676年，国教会牧師ジョン・ヨー（JohnYeo）
は，メリーランドには教会を持つ国教会牧師は居
らず，一握りの牧師が信者の家で礼拝を行ってい
るという嘆かわしい状況をイングランド国教会当
局に訴えたため１9），本国政府はボルティモア卿に
説明を求めた．ボルティモア卿は，メリーランド
の住民の大部分は長老派，独立派，アナバプティ
スト，クエーカーなどの非国教徒で（少なくとも
住民の四分の三を占める），国教徒はカトリック
教徒と同様に少数派であるため，国教徒支援のた
めに強制的な教会税の法律を他の人々に同意させ
るのは難しい，と答えた２0）．ボルティモア卿の勅
許状は国教会の公定化を義務付けていたが，第二
代ボルティモア卿同様，第三代ボルティモア卿も
それを守ることはなかった．
　多数派のプロテスタントは少数派のカトリック
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に権力が握られ支配されていることに不満を募ら
せ，１670年代，80年代にいくつかの反乱が起きた
が未遂に終わった．
　１684年以降ボルティモア卿が植民地の境界問
題，勅許状問題などのためにイギリスに滞在して
いる間，１688年の植民地議会では領主の特権に抵
抗する下院議員によって激しい議論が交わされ
た．そのため，評議会議長ウイリアム・ジョゼフ
（WilliamJoseph）がボルティモア卿に対し忠誠
を宣誓することを下院議員に強要し，また，ボル
ティモア卿の指示によりカトリック教徒であるイ
ギリス国王ジェームズ二世の皇太子誕生を祝うよ
うに下院議員に強制するなど，対立が続いた２１）．
そのため１689年，名誉革命の報が植民地に届く
と，連動する形で反乱が起きた．王政復古後，新
世界での社会的，経済的成功を期待してメリーラ
ンドに移住した国教徒ジェントリーの子弟たちの
グループが，下院議員で一時期国教会牧師をして
いたジョン・クード（JohnCoode）をリーダー
と し て プ ロ テ ス タ ン ト 同 盟（Protestant
Association）を結成して１689年 8 月武装蜂起し
た．彼らは多くの協力者を集め，領主軍が守る要
塞を包囲し無血の勝利を収めた．領主が不在の間
政治運営を委任されていた二人の副総督（未成年
のレオナルド・カルヴァートの補佐を任された）
や評議会議員たちはイギリス，あるいは他の植民
地へ逃れた．プロテスタント同盟はウイリアムと
メアリに名誉革命の結果を祝福し，植民地のため
にプロテスタント政府の速やかな確立を請願した
ので王領化が順調に進められた２２）．
Ⅱ　王領植民地メリーランド（1692-1715）
　イギリス政府は，重商主義政策を実行するため
に，１696年，それまでの通商および植民地委員会
（CommitteeofTradeandPlantation）を拡充し
商務院（BoardofTradeandPlantation）を設置
した．帝国政策を有効に実行するために植民地の
王領化を進め，商務院に所属する総督にそれぞれ
の植民地を統治させる中央集権化が図られた２３）．
南部植民地はすべて王領化されイングランド国教
会を公定教会とした．この教会政策は，１70１年に
カンタベリー大主教やロンドン主教，その他の国
教会リーダーたちの支援のもとにトマス・ブレイ
（ThomasBray）によって創設された福音伝道協
会（SocietyforthePropagationofGospel：SPG）
とロンドン主教コンプトンによって精力的に進め
られた．そのためアメリカ革命まで多くの植民地
で国教会の影響力が増した．
　１69２年，メリーランドも王領植民地となりイン
グランド国王はライオネル・コプレイ（Lionel
Copley）を総督に任命した．総督は牧師を選び
任命する権限を含む強大な権力が与えられた２4）．
しかしロンドン主教の証明書なしに牧師に聖職禄
を与えることは禁じられた２5）．評議会議員は国王
に任命され，総督を補佐し行政的機能を果たし
た．評議会は議会開催時には上院を構成し，下院
は各カウンティから選ばれた代議員で構成され
た．なお，ボルティモア卿は統治権力を奪われた
が，土地所有は認められた．
　メリーランド国教会に関しては１69２年の法律に
よって，１0のカウンティが３0の教区に分けられ，
２２人の国教会牧師が聖務を行うことになった２6）．
同年，植民地議会で最初の公定教会法が作成され
たが，非国教徒に対する寛容の条項がなかったこ
とと，国教会の公定化に対して特にカトリック教
徒とクエーカー教徒から強い反対があったため，
ウイリアム三世の承認は得られなかった２7）．その
後修正が繰り返され，ウイリアム三世の死により
即位したアン女王によって，ようやく１70２年にメ
リーランドの国教会を公定教会とする法律が承認
された．公定教会になると利を悟って改宗者が続
出したこともあり，その後３0年間で国教徒の数が
6 倍に増加し，革命前夜の教区数は44となり，
ピードモント地域を除くメリーランド全域で国教
会は圧倒的な多数派を形成した２8）．
　王領化の後，アメリカには主教がいないため，
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イギリスにおける主教の世俗的役割の多くを植民
地議会と総督が引き受けた．イギリスの主教は教
会の規律や統治，堅信式，牧師の任命や聖職停止
に関する教会の任務を遂行するばかりでなく，遺
言検認や結婚証明書発行などの世俗的役割も果た
していた．総督はこの遺言検認や結婚証明書の発
行のほか牧師の任命を行い，植民地議会は教会統
治に関する法律を立法化した２9）．
　１70２年の公定教会法では植民地教会において共
通祈祷書とイングランド国教会の形式に従った典
礼を行うこと，教区の納税者３0）一人当たりに毎年
教会税タバコ40ポンドを課す３１），各教区において
牧師を第一の教区委員（vestry）として，その他
住民の自由土地保有者３２）の最も有力な人々から少
なくとも 6 人の教区委員と ２ 人の教区員（church-
warden）を選ぶことを定めた３３）．イギリスの教
区委員が十分な権力を持たず，年に一度教区民の
公開の会合を構成するのに対し，植民地の教区委
員は教会税の徴収，牧師への教会税の支払い，教
区民の人口統計と納税者リストの作成，教会の修
繕，教区民のモラル違反者をカウンティ裁判所へ
告発するなど大きな権限を与えられた３4）．特に，
メリーランドの教区委員は１747年のタバコ検査法
で，教区にあるタバコの集積倉庫でタバコの検査
をする検査官を任命する重要な役割を担うように
なり，地方行政における役割の増加が教区委員の
政治的自覚を高める結果となった３5）．
　また１70２年の法律では，非国教徒の信仰の自由
を認める本国の寛容法（TolerationAct,１689）
に準じて非国教徒に一定の寛容が与えられたが，
カトリック教徒に対してはイングランドの刑罰法
を残した３6）．しかし，私的な信仰は黙認された．
Ⅲ　領主植民地への移行（1715-1774）
１.　第五代ボルティモア卿と国教会
　プロテスタント革命でメリーランドを追われた
ボルティモア卿カルヴァート家は統治権を失った
が土地に関する領主権を保持していたので，国教
徒として教育を受けた第五代ボルティモア卿
チャールズ・カルヴァート二世（１7１5-１75１）は
後見人ギルフォード卿とともに領主政府復活の請
願をジョージ一世に提出し，１7１5年に認められ
た３7）．２３年続いた王領植民地が終わり領主植民地
に移行したメリーランドでは，ボルティモア卿が
総督と評議会議員を任命し勅許状のもとで領主権
力を強めたため，領主と下院の対立は次第に激し
くなっていった．
　国教会は公定教会として認められたが，ボル
ティモア卿が聖職禄授与権を独占し教会支配を強
めた．領主植民地に移行するとすぐに，国教会普
及 に 熱 心 な 総 督 ジ ョ ン・ ハ ー ト（JohnHart,
１7１5-２0）は ２ 人の主教代理（commissary）の任
命をロンドン主教に請願し認められた．しかし，
１7２３年にロンドン主教に就任したエドモンド・ギ
ブソン（EdmondGibson,１7２３-48）は，ボルティ
モア卿の任命する何人かの牧師候補者に対してそ
の学識とモラルの低さ故に許可書を与えることを
拒否したことなどにより，両者の関係は悪化して
いった３8）．１7３7年に主教代理が辞任した後，ロン
ドン主教ギブソンは牧師たちの嘆願を無視し主教
代理の後任を任命しなかったため，メリーランド
国教会は監督者のいない状態になった．この状態
は次の第六代ボルティモア卿（１75１-１77１）にも
引き継がれ，領主の任命する牧師の適性の問題は
国教会の評判を落とす結果をもたらした．このこ
とはイエズス会士や教会分離派などによる国教会
信徒の改宗説得を容易にさせる危機的状況を作り
出したため国教会の牧師たちはアメリカ主教派遣
を望み本国国教会に嘆願を繰り返した３9）．
２.　タバコ検査法と教会税
　１7３３年，ボルティモア卿は議会から領主の権利
を守るために大幅な経済改革を断行した．そこで
は免役地代システムを再設定し，総督の報酬を下
院の影響を受けない独立的なものにし，役人報酬
の設定を領主が行うことを宣言した．免役地代に
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対する領主の権利は誰も疑問視せず，議会から独
立した財源から総督の報酬を得ることを阻止しよ
うとはしなかった．しかし下院は役人報酬に関す
る宣言を問題にした40）．
　１7３5年の議会で下院は，役人報酬は議会法に
よって設定されることが重要であると上院に申し
いれたが，上院は，役人報酬はボルティモア卿が
宣言によって設定したものでこれは全く合法であ
るので協議の必要はないと答えた4１）．１7３6年，上
院と下院の対立が膠着状態になったため総督は議
会を解散し，以後１0年間両院の関係が非常に緊張
していたので成立した法律はわずかであった．そ
のような中１7３8年，下院の苦情処理委員会は，
　　役人報酬や聖職者の俸給が法外に高く支払わ
れており，臣民にとって不当に厳しい．その
ような報酬は本国のコモン・ロー，制定法に
よって裁判所や議会によって規定されてき
た．ブリテン臣民がこの植民地に入植した当
初から役人の報酬は植民地議会の法律によっ
て調整され規定されてきたのであって，他の
権力によってではない．臣民の権利と財産を
拘束し決定する評議会の宣言や命令は，勅許
状のもとにあるこの植民地の基本的政体に対
する侵害であり，臣民の法的権利と自由に反
する4２）．
とし１7３３年の報酬宣言を違法としたため，下院と
領主との対立が強まった．
　しかし，１740年代に入りジョージ王戦争や，貿
易の不振，輸出用タバコに関するヴァージニアと
の競争による被害が上院と下院の歩み寄りをもた
らした．タバコの価格の下落を防ぐため，上院は
ヴァージニアの検査システムを取り入れタバコを
統制する請願を領主に提出した4３）．１747年の議会
で一般にタバコ検査法として知られる法律が成立
した44）．この法律はタバコの検査に関する法律ば
かりでなく，役人報酬の決定権を議会が持つこと
や教会税の減額など多くの法律が含まれていた．
教会税はタバコ40ポンドから３0ポンドに減額さ
れ，役人報酬は現在支払われているすべてのタバ
コの 5 分の １ を差し引くことになった．教会税が
３0ポンドに減額されたことに対して本国国教会上
層部は植民地議会に対し反発し，ボルティモア
卿，評議会，ロンドン主教の影響力を引き込もう
としたため，これ以後国教会牧師はメリーランド
の人々から本国当局の代理人として見られること
になった45）．
　１747年の法律は時限立法であったため再立法化
を繰り返し１770年まで続いた．１770年，この法律
の再立法化が領主派，下院反領主派，国教会を巻
き込んだ最後の闘いをもたらすことになるのであ
る46）．
Ⅳ　革命期のメリーランド植民地
１.　アメリカ主教派遣要請
　七年戦争以後，本国政府は戦費支出の増大によ
る財政難のため，植民地貿易に新たな規制を加
え，関税体制を強化する厳しい統制政策に方向を
転換し，北アメリカ植民地統治のための費用の一
部を植民地人に負担させようとした．特に１765年
に本国議会が植民地に印紙税を課す印紙税法
（StampAct）を制定したことは各植民地に激し
い反対運動を引き起こした．メリーランドにおい
てもあらゆる方面で印紙税法に対する反対運動が
起きた．
　メリーランド議会下院は印紙税法に反対して
「メリーランド人がこれまで享受してきた自由と
特権は，マグナ・カルタやその他のイングランド
の優れた法律によって認められた．この植民地の
議会のみが唯一植民地住民に課税する権利を持
ち，他の権力がこれを行うことは国制のあり方に
反し植民地の自由人の権利侵害である」など 8 つ
の決議案を全員一致で通過させ，メリーランド植
民地の国制上の権利を表明した47）．
　この時期，下院議員であり法律家のトマス・
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ジョンソン（ThomasJohnson），チェイス，パ
カらが下院の印紙税法反対派のリーダーとして現
れた48）．チェイスは１74１年メリーランド，ボル
ティモア・カウンティの牧師の一人息子として生
まれ，父親から古典を学んだ後首都アナポリスで
法律を学び，１76１年法廷弁護士として認められ，
１764には下院議員になった．パカはメリーラン
ド，サマーセット・カウンティの裕福な農園主の
次男として生まれた．フィラデルフィア・カレッ
ジを卒業した後ロンドンのインナー・テンプルで
法律の訓練を受け，１764年に植民地法廷弁護士に
なり，１768年に下院議員になった．チェイスとパ
カは親しい友人となり，フォレンシック・クラブ
（ForensicClub）という討論クラブに所属し社会
問題や政治について討論した49）．革命後チェイス
は合衆国最高裁判所判事となり（１796年），パカ
はメリーランド州知事になった（１78２年）．
　ジョンソンはすでにメリーランド法曹界の若手
の中で最も著名な １ 人であり，ジョンソンの周り
にはチェイスやパカなどの政治家が集まった．印
紙税法以来，チェイスとパカはジョンソンを中心
とした「独立ホイッグ（TheIndependentWhigs）」
のグループに加わり本国議会の専制に反対し
た50）．
　このような反帝国，反領主運動が激しくなるな
か，領主が任命した不道徳な牧師をめぐるコベン
トリー教区問題とベネット・アレン（Bennet
Allen）問題が同じ時期に起き，本国政府，領主
に並ぶもう一つの権威である国教会がメリーラン
ド植民地人の抗議の対象になった．１766年，コベ
ントリー教区において２0年以上説教も儀式も行っ
てこなかった牧師が死亡したため，コベントリー
教区民は有能で品行の確かな牧師を総督に推薦し
た．しかし，総督は拒否し，教区民に相談せず再
び素行に問題のある牧師を任命したため，教区民
は牧師が教会に入ることを拒んだ5１）．そのため牧
師と教区民の間に暴力沙汰が起き5２），教区の騒動
のリーダーが総督によって処分された事件がコ
ヴェントリー教区問題である．
　１766年から68年に起きたベネット・アレン問題
は，ボルティモア卿が友人ベネット・アレンに ２
か所の教会の聖職禄を与えるように総督に命令し
たことから起こった．国教会では兼職が禁じられ
ていたがアレンは強引に ２ か所の聖職禄を手に入
れ，それぞれの教区の教区委員と衝突を起こし，
メリーランドにおける唯一の新聞『メリーラン
ド・ガゼット』5３）で激しい論争を引き起こしたた
めアレン問題は広く世間に知れ渡った54）．
　これらの事件によって反牧師感情が高まり，
１768年 6 月 8 日，下院は，不道徳な素行によって
牧師が告発された場合，その牧師に対して一種の
裁判権を行使できる委員会（総督と ３ 人の牧師と
３ 人の俗人で構成する）を設ける法案を提出し
た．これに対して国教会の牧師たちは，牧師に判
決を言い渡す権力は主教のみに与えられていると
強く反発した．法案は３5対 ２ で下院を通過し，上
院も通過したが，総督はイングランドに在住して
いる領主の意向がわかるまで承認を断った55）．こ
の状況に危機感を抱いた国教会の牧師たちは教会
問題を協議するため何回か会合を持ち，１770年夏
アナポリスの会合でアメリカ主教派遣要請56）の請
願について話し合った．
　メリーランド国教会の牧師たちはこれまでもア
メリカ主教派遣を切望していたが，領主や支配層
の人々は主教の派遣によってこれまで教会に及ぼ
していた彼らの権力が奪われることを恐れ主教派
遣に強く反対した．そのため，国教会の牧師たち
はその問題を大きな運動に発展させることができ
なかった．しかし１770年夏に集まった牧師たちに
とってアメリカ主教による教会統治が非常に差し
迫った問題であったため，聖アンズ教区牧師バウ
チャーの指導のもとに，国王，ボルティモア卿，
カンタベリー大主教，ロンドン主教に対する主教
派遣要請の請願を作成した．この請願は総督をは
じめ上院，下院の怒りを招いた．国教会は折りし
も高まっていた反帝国運動の中で帝国側と見做さ
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れ下院の攻撃に晒されることになった57）．
　バウチャーは１7３8年イングランド北部カンバー
ランド・カウンティでパブ経営者の次男として生
まれた．１8歳の時，セント・ビーズの牧師であ
り，フリー・グラマースクールの校長であるジョ
ン・ジェームズ（JohnJames）のもとで助教師
を務めた58）．ジェームズは，オックスフォード，
クイーンズ・カレッジ出身でバウチャーに多大な
知的影響を与えた59）．１759年，２１歳の時ヴァージ
ニア植民地でジェントルマンの子供のチューター
をするためにアメリカへ渡った．１76２年から１769
年までヴァージニアのハノーバー教区で牧師を務
めたが，１770年にメリーランドの聖アンズ教区牧
師に推薦された．アメリカ主教派遣要請の請願で
は総督ロバート・イーデン（RobertEden）の怒
りを招いたが，その後バウチャーは総督と親しく
なり，法律，スピーチ，メッセージの草稿を書
き，評議会の重要書類を作成するなど総督を助け
た．その他上層階級との交流もあったためバウ
チャーは領主派と見做された．論争時には総督か
らクイーン・アンズ教区を提供されていた60）．
２.　１770年のタバコ検査法再立法化
　１770年，国教会は主教派遣問題とは別の方面か
らも非難を浴びることになった．１770年１0月２２日
に１747年のタバコ検査法が失効するため，１770年
秋の議会でこの法律の再立法化の審議が行われ
た．教会税は前の法律と同額のタバコ３0ポンドで
合意されたが，役人報酬で合意できず新しい検査
法案は通過しなかった6１）．そのため教会税の合意
も公式なものではなくなった6２）．総督は議会を解
散し，その直後の１１月２6日「人々から法外な報酬
を取り立てているこの植民地の役人による抑圧と
強要を防ぐために宣言を発することは評議会の助
言にかなっていると考える．それによって次のこ
とを命令する，役人は１76３年のタバコ検査法に
よって定められ認可された以上の報酬を直接的に
も間接的にも受け取ったり要求したりしない」6３）
と宣言した．
　総督の妥協にもかかわらずこのことは下院の反
発を招き，自由人の代表が課税と報酬を確定する
唯一の権力を持つとしてその宣言を違法で専制的
であると非難した．１747年の検査法による国制的
勝利によって議会は役人の報酬を決めてきたので
あり，総督の宣言はその勝利を失わせるもので
あった64）．この下院と総督との対立は，教会税に
関する論争が過熱する背景となったのである．
　１77１年１0月に議会が召集されると，１8人の国教
会牧師は，タバコ３0ポンドに減額された教会税を
１70２年の公定教会法に定められた40ポンドに戻す
よう下院に請願を提出した65）．総督は国教会牧師
の要求を支持し上院は法案の変更を提案したが，
下院は１770年にすでに減額された教会税を再承認
しているとして上院の提案を拒否した66）．しかし
１77１年 9 月１4日のボルティモア卿の死67）により，
この秋の会期は無効になり，１77３年 6 月まで議会
は召集されなかった．
　下院議員で独立革命推進派であったジョンソ
ン，チェイス，パカらは，総督の報酬宣言と国教
会の教会税に反対し，これらの問題に関して論争
を仕掛けるキャンペーンを計画した．ジョンソン
と同じく総督の宣言に反対していたチャールズ・
キャロル・オブ・キャロルトン（CharlesCarroll
ofCarrollton）68）は，上院議員で行政官のダニエ
ル・ デ ュ ラ ニ ー（DanielDulanytheyounger）
と『メリーランド・ガゼット』において報酬宣言
に関する論争を繰り広げた．キャロルは，役人報
酬は税金であるので議会の法律的議論と公的承認
が必要である．総督の宣言は議会の独占的権力を
行使したばかりかそれを強奪した，と非難し
た69）．一方，デュラニーは，報酬の徴収権は総督
と領主にあり，総督は法律がない時に報酬を徴収
する権利を持ち宣言を発する権利を持つ．それは
現実に法外な報酬を防止するのである，と主張し
た70）．
　一方，聖アンズ教区の教区委員でもあるチェイ
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スとパカがクイーン・アンズ教区牧師になったバ
ウチャーに対して教会税と最近出されたアメリカ
主教派遣要請の請願を否定するための論争を始め
た．
３.　教会税論争
　教会税論争はパカの「１70２年の公定教会法は無
効である，故にその法律で規定された牧師への教
会税の義務は発生しない」という１77２年 9 月１0日
付の『メリーランド・ガゼット』における表明か
ら始まった．パカは義務が発生しない理由とし
て，「１70２年 ３ 月 8 日の国王ウイリアムの死後新
しく即位した女王から議会召集令状は発せられ
ず， ３ 月１6日の議会で一般にタバコ40ポンド教会
税法と呼ばれる法律が成立した．議会は違法に召
集されたため，この教会税法に対して何の義務も
生じない」と論じた7１）．これは１770年秋に出され
た「国教会の農園主（TheChurchofEngland
Planter）」という匿名のチラシで提起された問題
をベースにしていた．そこでは「公定教会法に署
名した総督は，ウイリアム三世の死後その署名を
行った．法律を有効にするためにはアン女王の委
任を受けた上で署名すべきであった．それ故１70２
年の法律は無効であり，その法律で定められた牧
師に対するタバコ40ポンドの支給は違法である」
と述べていた7２）．
　70年以上の間法律として認められ，その後の統
治者や議会によって承認されてきた１70２年の法律
に対するパカの攻撃にバウチャーは驚き，国教会
体制擁護のために立ち上がった．１77２年１２月３１日
付の『メリーランド・ガゼット』にバウチャーは
パカに対する反論を載せた．１77２年 9 月，聖アン
ズ教区の教区委員たちが教会修理のために教区の
納税者に一人当たりタバコ 5 ポンドを課税するた
めにカウンティ裁判所に請願を出し，教区委員で
あるチェイスとパカもそれに同意したことをバウ
チャーは問題にした．教会修理のために教区民に
課税することは１70２年の法律によって一年にタバ
コ１0ポンドを越えない範囲で認められていたが，
１70２年の法律を否定しているチェイスとパカがそ
の法律によって教区民に課税したことは矛盾して
いないか，とバウチャーは指摘したのであっ
た7３）．そして「あなた方は教区委員としてどのよ
うな権力で行動しているのか，あなた方の権力に
許可を与えている法律はあるのか」など１0項目の
質問を投げかけた74）．
　１77３年 １ 月１4日付の『メリーランド・ガゼッ
ト』でチェイスとパカはこのバウチャーの質問に
対してコモン・ローを用いて教区委員の権利を主
張した．
　　　聖アンズ教区の教会やチャペルの存在は
１70２年の法律に由来しない．教区が設立され
た時，教区民はコモン・ローによって一つの
統治体となり，教区の管理を自分たちの手で
行い，全員の合意によって教会修繕のための
課税を決めた．便宜上この課税する権力は教
区民に選ばれた教区委員に委任される．それ
故私たちがどのような権力によって教区委員
として行動しているのかという質問に対し
て，コモン・ローに基づいた教区民の権力に
よってと答える75）．
　コモン・ローとは何か．チェイスとパカは１77３
年 ３ 月１8日付の『メリーランド・ガゼット』で次
のように述べている．
　　　コーク卿は，コモン・ローは時代の後継者
のために，権威があり学識のある人々により
広められた理性そのものであると言ってい
る．高名なブラックストンはコモン・ローの
科学について述べている．その有用性は普遍
的であらゆる個人に適応するがあらゆる社会
を包含する科学である．つまり，コモン・
ローは理性の上に築かれ時代の叡智によって
発達し，イギリス人の自由，権利，財産を保
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護するものとしてイギリス人によって崇敬さ
れた法体系である．……私たちは教区委員の
権威を植民地の成文法から得ているのではな
く，「人々の記憶にないほどの昔」の教区の
慣用と慣習から得ている76）．
　このようにチェイスとパカは「人々の記憶にな
いほどの昔」から残っている慣習であるコモン・
ローを何度も強調した．彼らの議論によるとルー
ルや実践が時を越えて残っているということはそ
れが人々の経験において絶え間なく認められてき
た叡智の賜物であるからである．慣習に人々が従
うのはそれが理にかなっているからであるという
意味で，慣習と理性は密接に関連しているのであ
る77）．
　これに対してバウチャーは十分な準備をした上
で 4 月１5日付の『メリーランド・ガゼット』に長
い手紙を載せコモン・ローに関するチェイスとパ
カの誤りを指摘した．
　　　イギリスのコモン・ローではすべての教区
民が教区委員になる権利を持つ．それと異な
りメリーランドでは自由土地保有者によって
教区委員が選ばれる．あなた方が自由土地保
有者のみによって選ばれたということは，あ
なた方の選挙が不公平で違法かあるいはコモ
ン・ローを基盤とした権力と権威によるもの
ではなかったということである．教区委員と
教区員は議会の法律から得られた権力と権威
のもとで任命されたのである78）．
　また，チェイスとパカは ３ 月１8日の手紙で制定
法に対してコモン・ローの優位を示している．コ
モン・ローは「人々の記憶にないほどの昔」から
長期に渡り受容されてきたのであるから，それは
理性の体現であり共同体の同意を得ていると考え
られるが，制定法にはそのような正当性の源泉は
ないからである79）．
　このようにチェイスとパカが教区委員の権力を
１70２年の法律ではなく古来のコモン・ローに従っ
た教区民の権利に由来していると述べたことに対
してバウチャーは ２ 月 4 日付の『メリーランド・
ガゼット』で反論した．
　　　１69２年の法律以前には政府権力がカトリッ
ク教徒に握られていたので教区も教区委員も
存在しなかった．従って，１70２年の法律が教
区委員の始まりを示しており，この法律を無
効にするならば教区委員は何の権力もないこ
とになる．あなた方は教区と教区委員のみを
見て，宗教体制の他の構成要素を除外してい
る．正規の公定教会にあって，牧師のいない
教会，教区，教区委員という考えはなく，収
入のサポートのない公定教会という考えもな
い80）．
　しかし， １ 月１4日付の『メリーランド・ガゼッ
ト』のチェイスとパカの論法に矛盾が見られる．
彼らは，「１704年の法律は教区委員のコモン・
ローの権利に突然介入し，カウンティ裁判所に教
会修繕のための課税権を与えた．しかし，１7２9
年，議会はカウンティ裁判所のこの権利は人々の
国制上の権利を侵害するとしてこの部分を撤廃し
た．１7２9年の法律によって教会修繕のための課税
権は教区委員と教区員に与えられた」8１）と１7２9年
の成文法に権力の拠り所を求めたのである．これ
に対してバウチャーは 4 月１5日付の『メリーラン
ド・ガゼット』においてそれを非難した．「あな
た方は法のシステムを，たまたまあなた方の目的
に合うので採用したり合わないから拒否するので
あろうか．コモン・ローと制定法の新しい混合に
よって生み出された，半分人間半分馬のような教
区委員は観念の中にのみ存在する」8２）．
　その １ 月１4日付の『メリーランド・ガゼット』
においてチェイスとパカは教区委員の権力の説明
の次にアメリカ主教問題を取り上げ，その導入が
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平和なメリーランド植民地を教会専制のもとに置
くと述べ，その専制から植民地を守るのはコモ
ン・ローであると述べた．
　　　アメリカ主教制計画が遂行されれば教会裁
判所が導入されるであろう．メリーランド植
民地はこれまで全く教会専制に悩まされな
かった．無慈悲で報復的で残酷な教会裁判所
がなく，キリスト教信仰や聖書はそれら本来
の純粋さと権威によって栄えている．コモ
ン・ローは普及し判事が素晴らしい審理をす
る．コモン・ローは自由の砦であり，国土の
守り神である8３）．
　さらに主教制を導入した場合，アメリカ主教を
どのように支えるのか，人々に課税する以外にど
のような方法があるのかと問うた．
　このアメリカ主教制導入の批判に対してバウ
チャーは 5 月２7日付の『メリーランド・ガゼッ
ト』でアメリカ主教の説明をした．アメリカ主教
は他の宗派に対して干渉せず，総督やその他の高
官の地位，権威，利益に干渉することはなく，統
治範囲は純粋に国教会の職務に限られること，主
教は人々への課税ではなく寄付や遺贈によって支
えられることを述べた84）．
　このような論争の背景にはバウチャーとチェイ
スやパカが同じ国教徒であるにもかかわらず全く
異なった宗教観を持っていたことがあると考えら
れる．１7２0年代から始まり１740年代頃までアメリ
カ植民地各地で起きた大覚醒運動による信仰復興
の影響である．大覚醒運動とは，既成の教会の形
式主義から離れること，宗教への自主的参加，敬
虔への熱望などを求める運動であり，当時の熱狂
は去ったとはいえ人々の心に残っており，それが
アメリカ革命の精神的底流となった．チェイスと
パカも新しい時代の宗教観に心を寄せていた．特
に ３ 月１8日のバウチャー宛の長い手紙の中にそれ
を見ることができる．
　　　あなたは収入のサポートのない公定教会は
ないと言っている．それはそうかもしれない
が，あなたは収入にあまりにもこだわってい
る．使徒は彼らの優れた礼拝にどのような支
援や報酬を要求したのであろうか，彼らは非
常に好意的な人々の喜捨に頼ったのではない
か．彼らは教会税40ポンドのために告訴や投
獄で人々を苦しめたであろうか．私たちに
とってキリスト教とは聖書によるキリストの
啓示を意味している．私たちは聖書が栄える
ことを祈り，啓示が一人の牧師の意見ではな
く権威の上に置かれるように祈っている．
……使徒は寄付を受けて説教をした，クエー
カー教徒は報酬なしで説教し救いを与えるこ
とによって自分たちの精神的意味が与えられ
ていると満足しており，長老派は自主的な寄
付で説教している．なぜ国教会の人々が他の
宗派と全く違うのか，私たちはその根拠を見
つけることができない85）．
　これに対してバウチャーは 4 月２9日付の『メ
リーランド・ガゼット』に反論を載せている．使
徒たちは布教のため旅から旅をしており聖職は正
式に確立していなかったと説明し，チェイスとパ
カが尊敬するコーク卿とブラックストンはともに
聖職者に対する名誉ある十分な保護を認めている
と述べた．そして，チェイスとパカが１70２年の法
律の無効を主張していることに対して，１7１5年，
国王からボルティモア卿に政権移譲があったにも
かかわらず，選挙と議会召集の令状なしで王領時
代の議員が１7１6年の議会を開いたが，その議会で
作られた法律は正式な法律であるのか，そうでは
ないのかを問うた86）．
　ジマーは， ３ 月１8日付の『メリーランド・ガ
ゼット』のチェイスとパカによるバウチャー宛の
手紙に対して，二人が啓蒙思想に多くを依拠して
いる証拠として重要であると述べている87）．啓蒙
思想は，１6世紀に台頭した自然科学の影響を受
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け，理性の覚醒，人間の尊重，進歩への信頼をも
とに，１7世紀後半から１8世紀にかけてヨーロッパ
の精神構造を伝統主義から合理主義へと変革し，
その思想を大きく世俗化させた．宗教においては
啓示宗教の権威が問われるようになり，キリスト
教全体が理性に重きを置く趨勢となった88）．
　チェイスとパカはこの手紙の中で，コモン・
ローによる教区委員の権力を正当化するために，
１7世紀の啓蒙思想家ジョン・ロック（JohnLocke）
が著した『統治論第二論文』の「暗黙の同意」概
念を援用している．ロックは第二論文の中で「自
然状態においてすべての人は自由で平等で自立的
である．すべての人は，他の人の同意によって一
つの政府のもとで一つの統治体を作るために多数
者の決定に従う義務を負う．政治社会を実際に成
立させるものは，多数者を構成しうる何人もの自
由人の同意に他ならない」89）と述べている．
　チェイスとパカはこのロックの思想を踏まえて
次のように述べている．
　　　自然権の原則は社会に関しても同じように
保持される．社会が作られた時，そのすべて
の構成員は多数者の決定に少数者が従う「暗
黙の同意」によって社会の目的が達成され
る．
　　　自然法の原則はコモン・ローによって採用
されている．聖アンズ教区と教会の設立に関
して私たちはコモン・ローによる数多くの権
力を示してきた．教区の運営は教区民自身に
よって支えられて発展し，その権力は教区民
の多数者によって教区委員と教区員に委任さ
れた．聖アンズ教区民が教区委員と教区員を
選ぶのは法律の規定によるのではない90）．
　しかし，この手紙の中で幾度となく言及されて
いるキリスト教について見てみると，チェイスと
パカはキリスト教に対して合理的な解釈はしてお
らず，聖書の超自然的啓示を信じており，聖書の
引用や使徒の敬虔さに対する賛美が多くの箇所で
示されている．このように教会税論争において ２
人はコモン・ローの他啓蒙思想や原初のキリスト
教などを駆使して議論を進めており，そこに首尾
一貫した体系的思想があるわけではなかった．
　この教会税論争全体で目につくのはコモン・
ローという言葉が多用されていることである．聖
書についての言及をはるかに越えている．ハンレ
イの言うように確かにチェイスとパカはメリーラ
ンド植民地の人々の宗教的精神に訴え国家教会か
ら宗教を解放しようとしたが，同時に，コモン・
ローを用いて革命期に強く意識されたメリーラン
ド植民地の人々のイギリス人としての権利意識に
より強く訴えたと言える．革命推進派のチェイス
とパカにとって公定教会である国教会は本国とつ
ながる一つの権威であり，アメリカ主教は専制の
象徴であった．制定法である公定教会法に異議申
し立てをするためにそしてアメリカ主教の専制か
らイギリス臣民の自由と権利を守るためにコモ
ン・ローを多く用いた．バウチャーがたとえ法律
的に明確な主張をしたとしても，チェイスとパカ
の主張は革命期のメリーランド植民地の人々に
とって非常に説得力を持ったのであった．
　教会税論争は 4 月の末に終わった．１77３年 6 月
１9日の議会で下院はチェイスとパカの主張を採用
し１70２年の公定教会法は合法的に制定されたもの
ではないので無効であると満場一致で決議した．
下院はその代りの新しい教会税の法案を作成し
た．教区民の数によって牧師の収入の不公平が生
じていたこれまでの人頭税方式を廃止し，平等の
原則でヴァージニアのシステムを取り入れすべて
の国教会牧師に一律の教会税を支払うという法案
を作成したが，ジョンソン，チェイス，パカらが
反対し，賛成２6，反対２３に分かれた．しかし結局
２5日に３9対 6 でその法案は通過した．ジョンソン
は賛成したが，チェイスとパカは採決に加わらな
かった9１）．しかし上院は公定教会法の有効性を主
張しこの法案を拒否した9２）．秋の議会で下院は一
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律の教会税を断念し，教区の納税者 １ 人当たりタ
バコ３0ポンドかタバコ非栽培者に対し貨幣 4 シリ
ングの法案を作成し，これに対して上院が合意し
総督が署名した9３）．新しい一律の教会税法案は否
決されたが，減額のままの教会税が認められたこ
とは下院が１770年の主張を通し勝利したとも言え
よう．
　１774年，チェイスとパカは第一次大陸会議のメ
リーランド代表として出席し，革命推進派は政府
の実権を握り，領主，総督は名ばかりとなった．
バウチャーは説教を続けていたが，その説教がア
メリカの利益に敵対的であると考える人々から
様々な脅迫を受け，１775年イングランドへ発つこ
とを余儀なくされた．革命後，国教会の公定教会
制が廃止された．
お わ り に
　メリーランド国教会は名誉革命体制のもとで公
定教会になり発展したが，領主植民地に移行して
以来領主の国教会支配が強まり，さらに主教不在
という大きな問題を抱えていた．そのため国教徒
ジェントリーが多数を占める議会下院は教会問題
に干渉し，国教会の立場は安定したものではな
かった．印紙税法以来反帝国運動と共に反領主運
動が激しくなる中，国教会は帝国，領主という権
力に並ぶもう一つの権力と見做された．
　そのような中でチェイス，パカとバウチャーと
の教会税論争が始まった．革命推進派のチェイス
とパカは国教徒でありながら，国家と結びつき公
定教会法に守られている国教会の権威を否定し宗
教を自由にするために，そして，それ以上に植民
地の人々のイギリス人としての権利を守るために
啓蒙主義，聖書による純粋なキリスト教信仰など
と共にコモン・ローによって議論を進めた．彼ら
の議論は体系的政治思想を展開しようとしたもの
ではなかった．革命期アメリカの人々は特定の思
想にとらわれることなく彼らの政治的信条を表現
するために有効なものは何でも利用したのであ
る94）．しかしながら，これまでの研究では関心の
薄かったコモン・ローに注目すると，イギリス人
の権利，自由などが強く意識された革命期，教会
税論争でチェイスとパカは特にコモン・ローを強
調しメリーランド植民地の人々の政治的意識に訴
え支持を得たといえよう．メリーランド国教会に
とってこの論争は１70２年の公定教会法を失う結果
をもたらしたのであった．
　革命後，アメリカ合衆国の主教制教会は本国国
教会と別れ，名称を「プロテスタント・エピスコ
パル・チャーチ（ProtestantEpiscopalChurch）」
に改めたが，イングランド国教会の聖職位階制や
礼拝形式を継承した．１784年から１790年までにイ
ギリス，スコットランドにおいて叙任を受けた 4
人のアメリカ主教が誕生し，１79２年にメリーラン
ド最初の主教となったトマス・ジョン・クラゲッ
ト（ThomasJohnClaggett）はアメリカ主教に
よってはじめて叙任された主教でもあった．ここ
に自立した主教制教会が実現した．
　このように，革命期のメリーランド植民地での
教会税論争はアメリカ独自の主教制教会を生み出
した大きな要因の一つとも言える．
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